
入試と就職の壁が取り払われ、複線化
された「好循環」の構造

入試と就職が壁となり、人材が育たず経済が縮小
する「悪循環」の構造（→日本のガラパゴス化現象）

グローバル人材育成の構図：「悪循環」から「好循環」へ

高校

「大学入試が
変わらない以
上、高校教育
を改革するこ
とは難しい」

「高２から１年
間留学してい
ては入試の
準備が間に
合わない」

大学

「高校生の学力
が低下し、大学
教育の改革が
難しい」

「企業の採用
活動の早期化・
長期化で大学
教育を十分に
行えない」

「３年次から１年
間留学しては、
就活に乗り遅
れてしまう」

企業

「日本の大学生に
は優秀な人材が
少ない」

国内の教育への関
心が十分でない

「企業はグローバ
ル化により厳し
い競争の中にあ
り、優秀な人材
は外国人から
採ればよい」

入試の壁

保護者
「良い大学」→「一流」企業
→幸せな人生という単線
型人生設計のイメージ

報道等
「就職氷河期」
「超氷河期」
「雇用のミスマッチ」

就職の壁

留学 留学

内向き志向内向き志向 グローバル人材の
不足

グローバル人材の
不足

国内マーケットへの
依存・縮み志向

国内マーケットへの
依存・縮み志向国際競争力の低下国際競争力の低下

悪循環

緩やかに後退

高校

（１）英語・コミュ二
ケーション能力等の
育成、異文化体験
の機会の充実

（２）高校留学等の
促進

（３）教員の資質・

能力の向上

大学

（１）大学入試の改善・
充実

（２）グローバル化時代
に相応しい大学教育
の確立、高等教育の
国際展開の推進

（３）留学生交流の戦
略
的な推進
（ア）日本人学生の海外留学の

促進
（イ）海外からの留学生受け入

れの促進
（ウ）留学生交流戦略の明確化

企業

（１）採用活動の
改善・充実
（ア）海外へ出たことによ

る不利益の是正
（イ）海外へ出やすい環境

の整備

（２）採用後のグ
ロー
バル人材育成・
活用の促進

留
学

３万人

留
学

８万人

産学関係者による継続的な
対話の場（フォーラム・円卓会議等）の設定

グローバル人材
の育成・活用

グローバル人材
の育成・活用

世界から信頼と尊敬を
得て存在感のある国家

世界から信頼と尊敬を
得て存在感のある国家経済成長の原動力経済成長の原動力

好循環

成長に向け加速

グローバル
人材層の形成

入試 就職

進路の複線化
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グローバル人材の育成をめぐる近年の状況グローバル人材の育成をめぐる近年の状況

日本人の海外留学は２００４年をピークに減少。
一方、経済成長の著しい中国・インドや韓国等は、

海外留学者数を増加させている。

日本 アメリカ

公費負担 ０．５％ １．０％

私費負担

うち家計

民間

１．０％

0.76%

0.24%

１．９％

0.85%

1.05%

合 計 １．５％ ２．９％

※ＧＤＰ 日本：アメリカ＝１：３

海外での勤務を希望しない
新入社員が近年増加。

高等教育への投資の対GDP比

人口減少と超高齢化が進む中、日本経済の新たな
成長には、イノベーティブな若者の育成が急務。

日本の経済成長率と人口増加率の推移

人口の伸び率

（人口：総務省「人口推計」、名目ＧＤＰ：平成２１年度「年次経済財政報告書」）

名目ＧＤＰの伸び率

成長＝人口×イノベーション
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国（地域）別 学生の海外派遣者数の推移
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海外では働きたくない

国、地域によっては働きたい

どんな所でも働きたい

貴方は、海外で働きたいと思いますか？
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け拒否する

喜んで従う・命令ならば仕方

なく従う

もし貴方が海外赴任を命じられたら、どうしますか？
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出典）学校法人産業能率大学「第３回 新入社員のグローバル意識調査」 よりNRI作成
対象：全国の2007年度入社の新入社員 668人（男性427人、女性241人）

（※1）～（※5）出典：OECD 「Education at a Glance」。

（※6）出典：IIE「OPEN DOORS」。

（※7）出典：米国はIIE「OPEN DOORS」、中国は中国教育部、その他の国はOECD「Education at a Glance」、UNESCO「Institute for Statistics」。

日本の高等教育への民間
投資はアメリカの１／１２。

出典）「Education at a Glance」


